
【第12回改定】 【第11回改定】

（平成21年１月～） （平成15年１月～平成20年12月）

Ａ　農業，林業 Ａ，Ｂ　農林業

Ｂ　漁業 Ｃ　漁業

Ｃ　鉱業，採石業，砂利採取業 Ｄ　鉱業

Ｄ　建設業 Ｅ　建設業

Ｅ　製造業 Ｆ　製造業

Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業 Ｇ　電気・ガス・熱供給・水道業

Ｇ　情報通信業 Ｈ　情報通信業

Ｈ　運輸業，郵便業 Ｉ　運輸業

Ｉ　卸売業，小売業 Ｊ　卸売・小売業

Ｊ　金融業，保険業 Ｋ　金融・保険業

Ｋ　不動産業，物品賃貸業 Ｌ　不動産業

Ｌ　学術研究，専門・技術サービス
　　業

Ｍ　宿泊業，飲食サービス業 Ｍ　飲食店，宿泊業

Ｎ　生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ　教育，学習支援業 Ｏ　教育，学習支援業

Ｐ　医療，福祉 Ｎ　医療，福祉

Ｑ　複合サービス事業 Ｐ　複合サービス事業

Ｒ　サービス業
　　（他に分類されないもの）

Ｑ　サービス業
　　（他に分類されないもの）

Ｓ　公務
　　（他に分類されるものを除く）

Ｒ　公務
　　（他に分類されないもの）

新旧産業分類間の移動
（注）

（注）産業間の移動については主なものだけを記載。
　　　なお，( )内は分類変更に伴い移動するとみられる就業者数（平成20年１月分について試算）。

労働力調査における産業分類（大分類）新旧対応図

（日本標準産業分類第12回改定による）

郵便業(信書便
事業を含む)

持ち帰り・配達
飲食ｻｰﾋﾞｽ業

物品賃貸業

（約22万人）

（約39万人）

（約25万人）

（約16万人）

（約78万人）

（約108万人）

（約40万人）

学術・開発
研究機関

専門ｻｰﾋﾞｽ業

広告業

技術ｻｰﾋﾞｽ業

（約21万人）

（約83万人）

洗濯・理容・
美容・浴場業

娯楽業

その他の生活
関連ｻｰﾋﾞｽ業

（約73万人）


